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実証事業委託契約標準契約書 

平成１５年１０月 １日制定 

（中略） 

２０２３年 ９月２９日改正 

２０２４年 ３月２９日改正 

 

 

（目 次）  

 実証事業委託契約標準契約書 

  （目次）                                       

   １．実証事業委託契約標準契約書雛型    

    ２．実証事業委託契約約款       

    （１）約款本文 

      第１章 ～ 第５章 （略） 

      第６章 雑則（第２６条－第４４条） 

特記事項 （略） 

      附則 （略） 

    （２） ～ （４） （略） 

 

１．実証事業委託契約標準契約書雛型 

第１条 ～ 第３条 （略） 

 

（委託業務の実施） 

第４条 

第１項 ～ 第２項 （略） 

３ 本契約締結後、甲によって前項の約款が改正されたときは、改正後の約款が適

 実証事業委託契約標準契約書 

平成１５年１０月 １日制定 

（中略） 

２０２３年 ９月２９日改正 

 

 

 

（目 次）  

 実証事業委託契約標準契約書 

  （目次）                                       

   １．実証事業委託契約書雛型    

    ２．実証事業委託契約約款       

    （１）約款本文 

      第１章 ～ 第５章 （略） 

      第６章 雑則（第２６条－第４３条） 

特記事項 （略） 

      附則 （略） 

    （２） ～ （４） （略） 

 

１．実証事業委託契約書雛型 

第１条 ～ 第３条 （略） 

 

（委託業務の実施） 

第４条 

第１項 ～ 第２項 （略） 

３ 本契約締結後、甲によって前項の約款が改正されたときは、改正後の約款が適
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用されるものとする。この場合、委託期間が終了し、又は本契約が解除された場

合を除き、乙は、甲に対し、変更契約書を作成するよう求めることができる。 

 

第５条 ～ 第８条 （略） 

 

（存続条項） 

第９条 甲及び乙は、委託期間が終了し、又は本契約が解除された場合であっても、

第４条及び前条の規定は、対象事由が消滅するまで引き続き効力を有するものと

する。 

 

本契約の締結を証するため、契約書○通を作成し、双方記名押印の上、各１通を

保有するものとする。ただし、甲が提供する電子情報処理組織を用いて契約を締結

する場合において、甲が指定するときは、別途定めるところによるものとする。 

 

 

２．実証事業委託契約約款 

（１）約款本文  

第１条 ～ 第４０条 （略） 

 

（存続条項） 

第４１条 甲及び乙は、委託期間が終了し、又は第２７条、第２８条若しくは第２

９条の規定に基づき本契約が解除された場合であっても、次の各号に掲げる条項

については、引き続き効力を有するものとする。 

 第一号 （略） 

二 各条項の対象事由が消滅するまで効力を有するもの。 

第４条、第１９条、第２０条第３項から第７項まで及び第９項から第１２項ま

用されるものとする。この場合、乙は、甲に対し、変更契約書を作成するよう求

めることができる。 

 

第５条 ～ 第８条 （略） 

 

（存続条項） 

第９条 甲及び乙は、委託期間が終了し、又は本契約が解除された場合であっても、

前条の規定は、対象事由が消滅するまで引き続き効力を有するものとする。 

 

 

本契約の締結を証するため、契約書○通を作成し、双方記名押印の上、各１通を

保有するものとする。 

 

 

 

２．実証事業委託契約約款 

（１）約款本文  

第１条 ～ 第４０条 （略） 

 

（存続条項） 

第４１条 甲及び乙は、委託期間が終了し、又は第２７条、第２８条若しくは第２

９条の規定に基づき本契約が解除された場合であっても、次の各号に掲げる条項

については、引き続き効力を有するものとする。 

 第一号 （略） 

二 各条項の対象事由が消滅するまで効力を有するもの。 

第４条、第１９条、第２０条第３項から第７項まで及び第９項、第２０条の２
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で、第２０条の２第１項、第２項及び第７項から第１４項まで、第２１条、第２

４条の２、第２５条、第２５条の２、第３１条、第３２条から第３４条まで、第

３６条、第３８条、第３８条の２第１項から第６項まで並びに第４０条第１項第

三号 

 第三号 （略） 

 

第４２条 （略） 

 

（その他必要な事項） 

第４３条 本契約に定めるもののほか、本契約に関し必要な事項は、甲が別にこれ

を定める。 

 

（その他定めのない事項等の取扱） 

第４４条 本契約に定める事項について生じた疑義又は本契約について定めのな

い事項については、甲乙協議して解決するものとする。 

 

特記事項 （略） 

 

附 則 

 この標準契約書は、平成１６年４月１日から施行する。 

  （中略）  

   附 則 

１．この標準契約書は、２０２３年１０月１日から施行し２０２３年度事業か

ら適用する。 

 

附 則 

第１項、第２項及び第７項から第１４項まで、第２１条、第２４条の２、第２５

条、第２５条の２、第３１条、第３２条から第３４条まで、第３６条、第３８条、

第３８条の２第１項から第６項まで及び第４０条第１項第三号 

  

第三号 （略） 

 

第４２条 （略） 

 

（新設） 

 

 

 

（その他定めのない事項等の取扱） 

第４３条 本契約に定める事項について生じた疑義又は本契約について定めのな

い事項については、甲乙協議して解決するものとする。 

 

特記事項 （略） 

 

附 則 

 この標準契約書は、平成１６年４月１日から施行する。 

  （中略）  

   附 則 

１．この標準契約書は、２０２３年１０月１日から施行し２０２３年度事業か

ら適用する。 

 

（新設） 
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１．この標準契約書は、２０２４年４月１日から施行し２０２４年度事業から

適用する。 

２．ただし、改正後の約款第４１条第１項第二号及び第４３条の規定は、２０

２４年４月１日以降に締結した契約（変更契約を含む。）から適用し、同日

前に締結した契約については、なお従前の例による。 

 

（２）様式 

様式第１ ～ 様式第３－２ （略） 

様式第４ 委託業務（実績・中間実績）報告書 

様式第５ ～ 様式第１３ （略） 

 

（３）実証事業委託契約約款別表 

別紙１－１ ～ 別紙７ （略） 

別紙８ 委託業務従事日誌 

別紙９ ～ 別紙１０ （略） 

別紙１１ 委託業務従事月報 

別紙１２－１ ～ 別紙１７ （略） 

 

（４）実証事業委託費積算基準 

第１ 実施計画書、委託費項目別明細表及び支出した委託費を整理するに当たって

は、次のとおりとする。 

 

項 目 （摘 要） 

大 項 目 中 項 目 内 容 

Ⅰ．機械装置等費 （略） 

Ⅱ．労務費 １．研究員費 委託業務に直接従  

 

 

 

 

 

 

（２）様式 

様式第１ ～ 様式第３－２ （略） 

様式第４ 委託業務（実績・中間実績）報告書 

様式第５ ～ 様式第１３ （略） 

 

（３）実証事業委託契約約款別表 

別紙１－１ ～ 別紙７ （略） 

別紙８ 委託業務従事日誌 

別紙９ ～ 別紙１０ （略） 

別紙１１ 委託業務従事月報 

別紙１２－１ ～ 別紙１７ （略） 

 

（４）実証事業委託費積算基準 

第１ 実施計画書、委託費項目別明細表及び支出した委託費を整理するに当たって

は、次の通りとする。 

 

項 目 （摘 要） 

大 項 目 中 項 目 内 容 

Ⅰ．機械装置等費 （略） 

Ⅱ．労務費 １．研究員費 委託業務に直接従  
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事した研究者、設計

者及び工員等（以下

「研究員」という。）の

労務費は、原則とし

て、①又は②に基づ

き算定する。 

①甲が別に定める健

保等級に基づく労務

費単価表（時間単価

用）の単価に基づき算

定する。 

 

②当該委託業務にお

いて申告したエフォー

トにて従事させる旨、

乙から証明がなされた

研究員（以下「エフォ

ート専従者」という。）

の場合は、労務費単

価表（エフォート専従

者用）の月額に申告し

たエフォートを乗じて

算定する。 

健保等級を適用す

る者の労務費の算定

においては、法定福

利費（健康保険料及

び雇用保険料等の雇

用主負担分）を含める

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事した研究者、設計

者及び工員等（以下

「研究員」という。）の

労務費は、原則として

甲が別に定める健保

等級に基づく労務費

単価表（時間単価用）

の単価に基づき算定

する。 

ただし、以下に掲げ

る場合はこの限りでは

ない。 

① 当該委託業務に

おいて申告したエフォ

ートにて従事させる

旨、乙から証明がなさ

れた研究員（以下「エ

フォート専従者」とい

う。）の場合は、労務

費単価表（エフォート

専従者用）の月額に

申告したエフォートを

乗じて算出すること。 

健保等級を適用す

る者の労務費の算定

においては、法定福

利費（健康保険料及

び雇用保険料等の雇

用主負担分）を含める
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こととする 

（出向契約書等により

出向先が法定福利費

を負担していることが

確認可能な場合の出

向契約者を含む）。 

ただし、上記以外

の出向契約者及び国

民健康保険加入者を

健保等級適用者とし

て取り扱う場合は、法

定福利費を含めな

い。 

なお、①又は②に

よる労務費単価表の

適用が困難であると

甲が了解した場合

は、③に基づき算定

することができる。 

③研究分担先である

組合員毎に経理処理

を行う技術研究組合

等において、当該組

合員が国公立大学法

人、大学共同利用機

関法人、公立大学、私

立大学若しくは高等

専門学校又は国立研

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こととする 

（出向契約書等により

出向先が法定福利費

を負担していることが

確認可能な場合の出

向契約者を含む）。 

ただし、上記以外

の出向契約者及び国

民健康保険加入者を

健保等級適用者とし

て取り扱う場合は、法

定福利費を含めな

い。 

なお、労務費単価

表の適用及び①の方

法による算出が困難

であると甲があらかじ

め了解した場合には、

乙が国の委託事業に

おいて使用している

受託規定に基づき算

出することもできる。こ

の場合において、Ⅰ

に含まれるものを除

く。 
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２．補助員費 

究開発法人、独立行

政法人若しくは地方

独立行政法人である

場合は、甲が別途定

める業務委託費積算

基準（大学用）又は業

務委託費積算基準

（国立研究開発法人

等用）を準用して算

定する。 

 

委託業務に直接従

事したアルバイト、パ

ート等の経費（ただ

し、Ⅰに含まれるもの

を除く。） 

 

Ⅲ．その他経費 （略） 

Ⅳ．間接経費  上記経費を除く委

託業務の実施に伴う

乙の管理等に必要な

経費 

 

１ 間接経費の算定は、経

費総額（Ⅰ～Ⅲ）に間接

経費率を乗じて行うこ

とを原則とする。 

２ 間接経費率は、原則１

０％とするが、この率を

下回る率を用いるとき

は、その率とする。ただ

し、次項３に該当する中

小企業及び次項４に該

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．補助員費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委託業務に直接従

事したアルバイト、パ

ート等の経費（ただ

し、Ⅰに含まれるもの

を除く。） 

 

Ⅲ．その他経費 （略） 

Ⅳ．間接経費  上記経費を除く委

託業務の実施に伴う

乙の管理等に必要な

経費 

 

１ 間接経費の算定は、経

費総額（Ⅰ～Ⅲ）に間接

経費率を乗じて行うこ

とを原則とする。 

２ 間接経費率は、原則１

０％とするが、この率を

下回る率を用いるとき

は、その率とする。ただ

し、次項３に該当する中

小企業及び次項４に該
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当する技術研究組合等

については、間接経費率

は２０％（甲が別に指示

する場合はその率）と

し、次項６に該当する大

学等及び次項７に該当

する国立研究開発法人

等については、間接経費

率は、原則、３０％とする

が、この率を下回る率を用

いるときは、その率とする。

ただし、大学等及び国立

研究開発法人等において

２０２１年度以前に締結し

た契約については、次項

８のとおりとする。また、研

究分担先である組合員

毎に経理処理を行う技

術研究組合等について

は、当該組合員毎に第２

項から第８項までを準

用して定められる間接

経費率を用いる。 

３ 前項のただし書きに

定める中小企業は、中小

企業基本法第２条に該

当する法人とする。ただ

し、中小企業基本法第２

条に該当する法人であ

当する技術研究組合等

については、間接経費率

は２０％（甲が別に指示

する場合はその率）と

し、次項６に該当する大

学等及び次項７に該当

する国立研究開発法人

等については、間接経費

率は、原則、３０％とする

が、この率を下回る率を用

いるときは、その率とする。

ただし、大学等及び国立

研究開発法人等において

２０２１年度以前に締結し

た契約については、次項

８のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 前項のただし書きに

定める中小企業は、中小

企業基本法第２条に該

当する法人とする。ただ

し、中小企業基本法第２

条に該当する法人であ
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っても甲が別に定める

「みなし大企業等」に該

当する場合は、中小企業

に該当しないものとす

る。 

４ 第２項のただし書き

に定める技術研究組合

等は、当該組合の組合員

である会社法に定める

会社のうち、３分の２以

上が中小企業基本法第

２条に該当する法人で

構成する組合とする。た

だし、中小企業基本法第

２条に該当する法人で

あっても甲が別に定め

る「みなし大企業等」に

該当する場合は、中小企

業に該当しないものと

する。 

５ 第２項のただし書きに

定める中小企業及び技

術研究組合等の判定に

当たっては、次のとおり

とする。 

一.契約の締結時は、契約

を締結する事業年度の

４月１日時点における

最新のデータから判断

っても甲が別に定める

「みなし大企業等」に該

当する場合は、中小企業

に該当しないものとす

る。 

４ 第２項のただし書き

に定める技術研究組合

等は、当該組合の組合員

である会社法に定める

会社のうち、３分の２以

上が中小企業基本法第

２条に該当する法人で

構成する組合とする。た

だし、中小企業基本法第

２条に該当する法人で

あっても甲が別に定め

る「みなし大企業等」に

該当する場合は、中小企

業に該当しないものと

する。 

５ 第２項のただし書きに

定める中小企業及び技

術研究組合等の判定に

当たっては、次のとおり

とする。 

一.契約の締結時は、契約

を締結する事業年度の

４月１日時点における

最新のデータから判断
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するものとする。ただ

し、契約を締結する事

業年度の４月１日時点

で設立されていない企

業及び技術研究組合等

は、甲が別に定めると

ころによる。 

二.複数年契約における

次年度分は、次年度４月

１日時点における最新

のデータで判断する。 

６ 第２項のただし書き

に定める大学等は、国公

立大学法人、大学共同利

用機関法人、公立大学、

私立大学及び高等専門

学校とする。 

７ 第２項のただし書き

に定める国立研究開発

法人等は、国立研究開発

法人、独立行政法人及び

地方独立行政法人とす

る。 

８ 間接経費率は、大学等の

場合は原則１５％、国立

研究開発法人等の場合

は原則１０％とするが、

この率を下回る率を用

いるときは、その率とす

る。なお、研究機関とし

するものとする。ただ

し、契約を締結する事

業年度の４月１日時点

で設立されていない企

業及び技術研究組合等

は、甲が別に定めると

ころによる。 

二.複数年契約における

次年度分は、次年度４月

１日時点における最新

のデータで判断する。 

６ 第２項のただし書き

に定める大学等は、国公

立大学法人、大学共同利

用機関法人、公立大学、

私立大学及び高等専門

学校とする。 

７ 第２項のただし書き

に定める国立研究開発

法人等は、国立研究開発

法人、独立行政法人及び

地方独立行政法人とす

る。 

８ 間接経費率は、大学等の

場合は原則１５％、国立

研究開発法人等の場合

は原則１０％とするが、

この率を下回る率を用

いるときは、その率とす

る。なお、研究機関とし



実証事業委託契約標準契約書（新）  実証事業委託契約標準契約書（旧） 

て委託業務に直接従事

する研究員又はその研

究員が所属する研究室

等に対し、当該研究員が

必要とする間接経費の

配分を行う場合には、大

学等の場合は前記の間

接経費率１５％に１

５％加算、国立研究開発

法人等の場合は前記の

間接経費率１０％に１

０％加算することがで

きる。 

 

Ⅴ．再委託費・共同実施費 （略） 

 

第２ 経費算定の対象とする支出額は、原則として、委託期間中に委託業務を行う

に当たって発生し、かつ、支払われた経費とし、委託期間外に発生又は支払われた

経費は認めないものとする。ただし、次の各号の一に該当するものについては、こ

の限りでない。 

１ 委託期間中に発生し、かつ、その経費の額が確定しているものであって、委託

期間中に支払われていないことについて相当の事由があると認められるものの

うち、その支払期限が委託業務実績報告書を乙が甲に提出する日までのもの。 

２ 委託期間中に直接従事した時間に要する労務費、製作設計費及び加工費。 

３ （削除） 

 

 

 

て委託業務に直接従事

する研究員又はその研

究員が所属する研究室

等に対し、当該研究員が

必要とする間接経費の

配分を行う場合には、大

学等の場合は前記の間

接経費率１５％に１

５％加算、国立研究開発

法人等の場合は前記の

間接経費率１０％に１

０％加算することがで

きる。 

 

Ⅴ．再委託費・共同実施費 （略） 

 

第２ 経費算定の対象とする支出額は、原則として、委託期間中に委託業務を行う

に当たって発生し、かつ、支払われた経費とし、委託期間外に発生又は支払われた

経費は認めないものとする。ただし、次の各号の一に該当するものについては、こ

の限りでない。 

１ 委託期間中に発生し、かつ、その経費の額が確定しているものであって、委託

期間中に支払われていないことについて相当の事由があると認められるものの

うち、その支払期限が委託期間終了日の翌月末日までのもの。 

２ 委託期間中に直接従事した時間に要する労務費、製作設計費及び加工費。 

３ 委託期間中に発生した再委託費・共同実施費であって、委託業務実績報告書ま

たは委託業務中間実績報告書を乙が甲に提出する前までに、乙が再委託先・共同

実施先に対し支払いを完了したもの。 
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第３ （略） 第３ （略） 


